
決算規模の推移 （単位：百万円、％）

歳　　　入

歳　　　出
※端数処理により、計等が一致しない場合があります。（以下同じ）

過去５ヵ年の決算規模の推移 （単位：百万円）

　　令和2年度の深浦町の決算規模は、歳入 82億57百万円、歳出 81億34百万円となっており、

　伸び率は歳入13.1％増（前年度は2.6％減）、歳出13.1％増(前年度は2.7％減）となった。
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令和2年度深浦町普通会計決算状況について

区　　　分

13.1

１　決算規模

13.1

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

歳入決算額 7,245 7,582 7,491 7,299 8,257

歳出決算額 7,036 7,467 7,391 7,190 8,134
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＜ポイント＞

○令和2年度普通会計の決算は、歳入82億57百万円に対し、歳出81億34百万円となり、
翌年度繰越財源を除いた実質収支は89百万円の黒字となった。

○防災行政情報伝達システム整備事業費や新型コロナウイルス緊急対応支援金給付
事業費の増などにより、決算規模は前年度に比べ増加した。

○町村合併以降は、新たな町債発行を抑制する財政運営を行ってきたが、近年は地方
債を財源とした大規模建設事業の実施に伴い地方債現在高の減少幅が鈍化していた。
令和2年度においては、繰上償還を行わなかったこと、防災や長寿命化等の新規事業
の実施により新規の町債発行があったことなどにより、町債残高が増加した。

○前年度に引き続き経常経費の圧縮に努めたことや、新型コロナウイルス関連交付金の

皆増・普通交付税の増など収入の増加により、経常収支比率が2.4ポイント改善した。

※注意：当資料の数値は地方財政状況調査（決算統計）における普通会計の数値を使用して
いるため、町決算書の数値と一部異なる場合があります。



決算収支の状況 　　　（単位：百万円、％）

令和2年度 実質収支額 実質収支比率 実質収支額 実質収支比率 実質収支額 実質収支比率

124 89 2.0 105 2.4 ▲ 16 ▲ 0.4

（２）単年度収支

（３）実質単年度収支

決算収支の推移

　

　　　

　　

　　 　 　 　

　　当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、16百万円の赤字

　　　（単位：百万円）

　となった。

　　単年度収支に、実質的な黒字要素である財政調整基金積立額や地方債繰上償還金を加え、
　実質的な赤字要素である財政調整基金からの取崩額を引いた実質単年度収支は、15百万円
　となった。

２　決算収支

（１）実質収支

　　歳入歳出差引額（形式収支）は、1億24百万円の黒字であり、この形式収支から翌年度へ繰り

　越すべき財源 35百万円を控除した実質収支は 89百万円の黒字となった。

　　実質収支の標準財政規模（標準的な状態で通常収入されると見込まれる経常的一般財源の

　規模を示すもの）に対する割合である実質収支比率は、2.0％となった。

歳入歳出差引額
（形式収支）

実　　　質　　　収　　　支

令和2年度 令和元年度 増　　　　減

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

実質収支 204 102 92 105 89

単年度収支 ▲ 60 ▲ 102 ▲ 10 13 ▲ 16

実質単年度収支 ▲ 60 ▲ 311 82 32 ▲ 15
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歳入決算額の状況 （単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 2年度 元年度

686 8.3 679 9.3 7 1.0 ▲ 0.1

59 0.7 52 0.7 7 13.5 15.6

4 0.0 5 0.1 ▲ 1 ▲ 20.0 400.0

3,907 47.3 3,824 52.4 83 2.2 ▲ 1.1

118 1.4 121 1.7 ▲ 3 ▲ 2.5 ▲ 26.7

185 2.2 155 2.1 30 19.4 ▲ 6.6

1,607 19.5 553 7.6 1,054 190.6 18.7

548 6.6 602 8.2 ▲ 54 ▲ 9.0 5.1

814 9.9 671 9.2 143 21.3 ▲ 2.5

329 4.0 637 8.7 ▲ 308 ▲ 48.4 ▲ 24.2

8,257 100.0 7,299 100.0 958 13.1 ▲ 2.6
※地方消費税交付金等には地方消費税交付金のほか、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割
　 交付金、自動車取得税交付金を含む。

普通交付税等の推移

　

　　
　　 　 　 　

地 方 特 例 交 付 金

地 方 譲 与 税

地 方 税

３　歳　　入

　　　　　　　（単位：百万円）

合 計

増減額
増減率

区　　　　　　分
令和2年度 令和元年度

そ の 他

地 方 債 （ 臨 財 債 除 ）

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

地 方 消 費 税 交 付 金 等

臨 時 財 政 対 策 債

地 方 交 付 税

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

臨時財政対策債 173 174 165 121 118

普通交付税 3,727 3,555 3,433 3,407 3,480

3,727 3,555 3,433 3,407 3,480
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174

165 121 118

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

3,598

歳入では、

①新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の皆増等による国庫支出金190.6％増

（前年度18.7％増）
②防災行政情報伝達システム整備事業債の増等による地方債の21.3％増（前年度2.5％減）

などにより、歳入全体では13.1％増（前年度2.6％減）となった。

なお、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税額は、普通交付税が増加したことにより
2.0％の増（前年度2.2％の減）となった。

3,528 3,598
3,900 3729



地方債発行額（臨財債除）と普通建設事業費の推移 （単位：百万円）

歳入決算額・構成比の推移 （単位：百万円、％）

　　　
　　　　 　 　 　

　　　
　　　　 　 　
　　　　 　 　
　　　　　 　 　 　

※　グラフ中の「地方譲与税等」は、地方譲与税のほか、地方特例交付金、地方消費税交付金等を含む。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

普通建設事業費 887 1,173 1,098 1,042 1,028

地方債発行額（臨財債除） 509 823 688 671 814
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４　歳　　出

（１）目的別歳出

目的別歳出決算額の状況 （単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 2年度 元年度

総 務 費 1,930 23.7 993 13.8 937 94.4 ▲ 10.4

民 生 費 1,495 18.4 1,490 20.7 5 0.3 ▲ 0.2

衛 生 費 696 8.6 651 9.1 45 6.9 ▲ 32.3

農 林 水 産 業 費 623 7.7 734 10.2 ▲ 111 ▲ 15.1 ▲ 4.7

商 工 費 330 4.1 295 4.1 35 11.9 18.5

土 木 費 653 8.0 650 9.0 3 0.5 72.9

消 防 費 863 10.6 596 8.3 267 44.8 25.2

教 育 費 512 6.3 498 6.9 14 2.8 3.8

公 債 費 942 11.6 1,188 16.5 ▲ 246 ▲ 20.7 ▲ 13.6

そ の 他 の 経 費 90 1.1 95 1.3 ▲ 5 ▲ 5.3 ▲ 7.8

合 計 8,134 100.0 7,190 100.0 944 13.1 ▲ 2.7

目的別歳出決算額・構成比の推移 （単位：百万円、％）

　

　　　
　　　　 　 　 　

　　　
　　　　 　 　
　　　　 　 　
　　　　　 　 　 　

区　　　　分
増減率

増減額
令和元年度令和2年度

目的別歳出では、

①新型コロナウイルス対応緊急雇用支援事業費の皆増等による総務費の94.4％増（前年度10.4％減）

②新型コロナウイルス緊急対応支援金給付事業の皆増等による商工費の11.9％増（前年度18.5％増）

③防災行政情報システム整備事業費の増等による消防費の44.8％増（前年度25.2％増）

などにより、歳出全体では13.1％の増（前年度2.7％減）となった。

また、目的別歳出の主な構成比は、総務費23.7％、民生費18.4％、公債費11.6％の順となっており、

令和2年度においては新型コロナウイルス感染症対策関連事業に関する経費が新たに生じたことに

よる影響のほか、国民健康保険特別会計等に対する繰出金や公債費が町財政を圧迫している。
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（２）性質別歳出

性質別歳出決算額の状況 （単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 2年度 元年度

2,687 33.0 2,847 39.6 ▲ 160 ▲ 5.6 ▲ 5.3

1,066 13.1 974 13.5 92 9.4 3.8

679 8.3 685 9.5 ▲ 6 ▲ 0.9 ▲ 1.2

942 11.6 1,188 16.5 ▲ 246 ▲ 20.7 ▲ 13.6

1,030 12.7 1,045 14.5 ▲ 15 ▲ 1.4 ▲ 6.0

1,028 12.6 1,042 14.5 ▲ 14 ▲ 1.3 ▲ 5.1

補 助 事 業 費 367 4.5 560 7.8 ▲ 193 ▲ 34.5 38.3

単 独 事 業 費 661 8.1 482 6.7 179 37.1 ▲ 30.4

2 0.0 3 0.0 ▲ 1 ▲ 33.3 ▲ 78.6

4,417 54.3 3,298 45.9 1,119 33.9 0.8

8,134 100.0 7,190 100.0 944 13.1 ▲ 2.7

※　単独事業費には町単独事業費のほか、県営事業費負担金及び同級他団体施行事業負担金を含む。

性質別歳出決算額・構成比の推移 （単位：百万円、％）

増減額
増減率

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

区　　　　分
令和2年度

合 計

令和元年度

普 通建 設事 業費

災 害復 旧事 業費

そ の 他 の 経 費

性質別歳出のうち義務的経費では、

①会計年度任用職員分報酬の皆増等による人件費の9.4％増（前年度3.8％増）

②児童手当支給事業費減等による扶助費の0.9％減（前年度1.2％減）
③長期債元金繰上償還金の皆減による公債費の20.7％減（前年度13.6％減）

などから、義務的経費全体として5.6％の減（前年度5.3％減）となった。

また投資的経費では、
①水産業強化支援事業費の皆減等による補助事業費の34.5％減（前年度38.3％増）
②防災行政情報伝達システム整備事業費の増等による単独事業費の37.1％増（前年度30.4％減）

などから、投資的経費全体として1.4％減（前年度6.0％減）となった。

その他の経費では、特別定額給付金事業費や新型コロナウイルス対応緊急雇用支援事業費の皆増

などにより33.3％増（前年度0.8％増）となった。

これらの結果、歳出全体では13.1％増（前年度2.7％減）となった。
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５　積立金の状況

積立金現在高の状況 （単位：百万円、％）

令和2年度 令和元年度 増　減　額 増　減　率

1,912 1,911 1 0.1

161 1 160 16,000.0

1,016 963 53 5.5

う ち 合 併 振 興 基 金 477 521 ▲ 44 ▲ 8.4

うち公共施設等総合管理基金 322 262 60 22.9

3,089 2,875 214 7.4

積立金現在高の推移 （単位：百万円）

合 計

減 債 基 金

財 政 調 整 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

　　令和2年度末現在の積立基金のうち、実質的な貯金に相当する財政調整基金と減債基金は、
　合わせて20億73百万円となった。
　　その他特定目的基金は、公共施設等総合管理基金の積立を行ったことなどにより、前年度比
　で53百万円、5.5％増の10億16百万円となった。

区　　　分

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

その他特定目的基金 942 1,004 1,028 963 1,016

減債基金 391 391 99 1 161

財政調整基金 2,262 2,163 2,024 1,911 1,912

2,163
2,024 1,911 1,912 
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６　地方債の状況

（単位：百万円、％）

令和2年度 令和元年度 増　減　額 増　減　率

932 792 140 17.7

地方債発行額（臨財債除） 814 671 143 21.3

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 額 118 121 ▲ 3 ▲ 2.5

942 1,189 ▲ 247 ▲ 20.8

元　金　償　還　額 　　（Ｂ） 912 1,146 ▲ 234 ▲ 20.4

利　子　償　還　額 30 43 ▲ 13 ▲ 30.2

▲ 20 354 ▲ 374 ▲ 105.6

（単位：百万円）

　 であると判断できる。

地方債発行額と元利償還金の推移

　 地方債依存度を計るもの。上記の場合、（Ｂ－Ａ）がプラスの値であれば健全とされ、地方債に依存しない収支構造

プライマリーバランス  （Ｂ－Ａ）

区　　　分

地方債発行額とプライマリーバランスの状況

地方債発行額合計　　  　（Ａ）

元利償還金合計

　プライマリーバランスも悪化した。

※プライマリーバランス（基礎的財政収支）とは、財政の健全性を示すバロメーターであり、当該年度の収支構造から

　　令和2年度の地方債発行額は、防災行政情報伝達システム整備事業債の増等により前年度比
　で1億40百万円、17.7％増の9億32百万円となった。
　　地方交付税の振替措置である臨時財政対策債発行額を除く建設地方債は、前年度比で1億43
　百万円、21.3％の増の8億14百万円となった。
　　また、地方債残高前年度比で19百万円、0.2％増の83億44百万円となっており、他団体と比較し
　て依然として高い水準にあり、先述した防災関連事業等に係る新規の地方債発行の影響により、

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

臨時財政対策債発行額 173 174 165 121 118

地方債発行額（臨財債除） 509 823 688 671 814

元利償還金 1,261 1,166 1,375 1,189 942
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地方債現在高の状況 （単位：百万円、％）
令和2年度 令和元年度 増　減　額 増　減　率

5,800 5,673 127 2.2

2,544 2,652 ▲ 108 ▲ 4.1

8,344 8,325 19 0.2

（参考）地方債の繰上償還の実施状況 （単位：百万円）
令和2年度 令和元年度 平成３０年度 平成２９年度

0 182 292 0

（単位：百万円、％）

　

　　　
　　　　 　 　 　

　　　
　　　　 　 　
　　　　 　 　
　　　　　 　 　 　

地方債現在高と構成比の推移

合　　　計

臨 時 財 政 対 策 債 現 在 高

地 方 債 現 在 高 （ 臨 財 債 除 ）

区　　　分

区　　　分

繰 上 償 還 額

148（1.6％） 89（1.0％） 44（0.5％） 15（0.2％）

地方道路等整備事業債

2（0.0％）
181（2.0％） 181（2.0％） 202（2.3％） 261（3.1％）

緊急防災・減災事業債

626（7.5％）
1,859

（20.1%）

1,974

（21.6%）
2,086

（24.0%）

1,855

（22.3%）

合併特例事業債

1,661（19.9%）
431（4.7％） 370（4.0％） 124（1.4％）

130（1.6％）

一般単独うちその他事業債

116（1.4％）

322（3.5％） 270（3.0％）
208（2.4％）

199（2.4％）

公共事業等債 154（1.8％）
2,566

（27.8%）

2,641

（28.9%） 2,674

（30.8%）
2,909

（34.9%）

過疎対策事業債

2,982（35.7%）

77（0.8％）
61（0.7％）

46（0.5％） 31（0.4％）

辺地対策事業債 16（0.2％）

69（0.7％） 50（0.5％）

36（0.4％） 26（0.3％）

財源対策債 18（0.2％）

31（0.3％） 24（0.3％）

16（0.2％） 12（0.1％）

減税補てん債 9（0.1％）

288（3.1％）
298（3.3％）

266（3.1％） 235（2.8％）

その他 216（2.6％）3,271

（35.4%）

3,185

（34.8%）
2,977

（34.3%） 2,652

（31.9%）

臨時財政対策債

2,544（30.5%）
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７　財政指標

（１）経常収支比率

経常収支比率の推移 （単位：％）

　　令和2年度の経常収支比率は96.7％であり、経常経費の継続的な圧縮や普通交付税等の

　　歳出のうち人件費や公債費など経常的な支出に、町税や地方交付税などの経常的収入が
　どの程度使われているかを示すもので、財政構造の弾力性を判断する指標である。比率が
　低いほど弾力性が大きいことを示し、一般的に80％を超えると弾力性を失いつつあると言わ
　れている。

　増額などにより、前年度の99.1％から2.4ポイント改善した。
　

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

経常収支比率 93.8 95.6 98.0 99.1 96.7
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